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ｂ．バーサポート・スペーサーの標準的な配置および間隔を表6.1 に示す。

鉄 筋 の あ き

・呼び名の数値の1.5倍

鉄 筋 間 隔

・粗骨材最大寸法の1.25倍

　のうち最も大きい数値

・25mm

・呼び名の数値の1.5倍＋最外径

・粗骨材最大寸法の1.25倍＋最外径

・25mm＋最外径

　のうち最も大きい数値

異形鉄筋

・鉄筋径の1.5倍

・粗骨材最大寸法の1.25倍

・25mm

　のうち最も大きい数値

・鉄筋径の2.5倍

・粗骨材最大寸法の1.25倍＋鉄筋径

・25mm＋鉄筋径

　のうち最も大きい数値

丸　　鋼

[注]

ＤＤ

ｄｄ 鉄筋の

あき

あき

鉄筋の

鉄筋間隔

鉄筋間隔

Ｄ：鉄筋の最外径　　ｄ：鉄筋径

ＳＤ３４５

ＳＤ２９５Ａ

ＳＤ２９５Ｂ

ＳＲ２９５

ＳＲ２３５

ＳＤ３９０

ＳＤ４９０　９０°

１８０°

ｄ

ｄ

１３５°

Ｄ

Ｄｄ

図

　　 （２）スパイラル筋の重ね継手部に90ﾟフックを用いる場合は、余長は１２ｄ以上とする。

場合は、余長は４ｄ以上とする。

　　 （５）折曲げ内法直径を上表の数値よりも小さくする場合は、事前に鉄筋の曲げ試験を行い支障

　　 （６）ＳＤ490の鉄筋を90°を超える曲げ角度で折曲げ加工する場合は、事前に鉄筋の曲げ試験を

折曲げ角度 鉄筋の種類

余長

４ｄ以上

余長

６ｄ以上

余長

８ｄ以上

（１）ｄは、丸鋼では径、異形鉄筋では呼び名に用いた数値とする。[注]

１３５°

１８０°

　　 （３）片持スラブの先端、壁筋の自由端側の先端で90ﾟフックまたは135ﾟフックを用いる

　　 （４）スラブ筋、壁筋には、溶接金網を除いて丸鋼を使用しない。

Ｄ

　９０°

１９φ

１６φ以下

Ｄ１６以下

Ｄ１９～Ｄ４１

Ｄ４１以下

Ｄ２５以下

Ｄ２９～Ｄ４１

内法直径（Ｄ）

鉄筋の折曲げ

４ｄ以上

３ｄ以上

５ｄ以上

６ｄ以上

　９０°

鉄筋の径に

よる区分

しないよう堅固に組み立てる。

鉄筋は施工図に基づき、所定の位置に正しく配筋し、コンクリートの打込み完了まで移動

ｂ

ｂ
ｂ

ｂ

加工後の全長（　）

主　筋

溶接閉鎖形筋 あばら筋・帯筋
スパイラル筋

項　　目 符　号 許　容　差

（単位：ｍｍ）

　±１５ａ、ｂ
各加工

D25以下
主　筋

　±２０ａ、ｂD29以上D41以下

　± ５ａ、ｂ あばら筋・帯筋・スパイラル筋

　±２０加　工　後　の　全　長

寸法(1)

(1) 各加工寸法および加工後の全長の測り方の例を下図に示す。[注]

ａ ａ

ａ ａ

加工後の全長（　）

　　切断機などによって行う。鉄筋の折曲げは、手動折曲げ機または自動鉄筋折り曲げ機

　　などによって行う。

ｄ．鉄筋の加工は、設計図書および鉄筋加工図に従い、下記(1)および(2)により行う。

ｂ．コイル状の鉄筋は、直線器にかけて用いる。この際 鉄筋に損傷を与えてはならない。

ａ．有害な曲がりあるいは損傷のある鉄筋は用いない。

ｃ．鉄筋は鉄筋加工図に従い、所定の寸法に切断する。切断は、シヤーカッターまたは直角

ａ．バーサポート・スペーサーの種類は下記による。

(4)　ステンレス製

(3)　プラスチック製

(1)　コンクリート製

(2)　鋼製（かぶり部分は防錆処理を行う）

部　　位

 1.0ｍ以上３個

柱幅方向は1.0ｍまで２個

中段は柱脚と上段の中間

上段は梁下より0.5ｍ程度

間隔は1.5ｍ程度

端部は1.5ｍ以内

上端筋・下端筋それぞれ
数量または配置

下端筋には必ず設置

端部上端筋および中央部
備　　考

側梁以外の梁は上または
同一平面に点対称となる

ように設置

種　　類 鋼製・コンクリート製 鋼製・コンクリート製

部　　位

数量または配置

面　積

端部は1.5ｍ以内

上段は梁下より0.5ｍ程度

中段は上段より1.5ｍ間隔程度

横間隔は1.5ｍ程度

端部は1.5ｍ以内

上または下と側面の両側備　　考

ものとする。

程度　  8固

1.3固/ｍ2程度

[注]

下に設置、側梁は側面の

間隔は1.5ｍ程度

両側へ対称に設置

鋼製・コンクリート製

鋼製・コンクリート製鋼製・コンクリート製種　　類 鋼製・コンクリート製

 16ｍ2 程度　 20固

　4ｍ2

へ対称に設置

　　　(2)　梁・柱・基礎梁・壁および地下外壁のスペーサーは側面に限りプラスチック製でもよい。

　　　(3)　断熱材打込み時のバーサポートは支持重量に対して、めり込まない程度の接触面積を持った

－－

－

SD490

30d

30d

25d

25d 30d

30d

35d

SD390SD345
SD295A

SD295B

30d

25d 25d

30d18

21

24～27

30～36

39～45

48～60

20d

15d

15d

20d

15d

20d

20d

25d

20d 25d

設計基準強度

　(3) フックの折曲げ内法直径Ｄおよび余長は、特記のない

鉄筋の折曲げ開始点までの距離とし、折曲げ開始点以

には適用しない。

[注] (1) 表中のｄは、異形鉄筋の呼び名の数値を表し、丸鋼

Ｆc(Ｎ／ｍｍ2)

特記がない場合は、Ｆc≦36Ｎ/ｍｍ2の軽量コンクリートとSD490以外

降のフック部は定着長さに含まない。

コンクリートの

フック付き定着の長さ Ｌ2h

D

D

Ｌ2h

Ｌ2h

180°フック

135°フック

折曲げ開始点
▽▽

▽▽

定着起点

定着起点折曲げ開始点

余長

4ｄ以上

6ｄ以上
余長

(b) フック付き定着の長さ Ｌ2h

SD295A

SD295B

SD345

SD390

SD295A

SD295B

SD345

SD390

D

設計基準強度 鉄筋の種類

(a) 直線定着の長さ

下　端　筋

小　梁 スラブ

[注] ＊：片持小梁・片持スラプの下端筋を直線定着とする

場合は、25d以上とする。

設計基準強度 鉄筋の種類
下　端　筋

小　梁 スラブ

　 開始点以降のフック部は定着長さに含まない。

下端筋のフック付き定着の長さ

以上全長

　　定着長さ　　 は、同表(b)の数値以上とする。

定着起点

下端筋の直線定着の長さ

折曲げ開始点 定着起点

余長

90°フック

[注] (1) 表中のｄは、異形鉄筋の呼び名の数値を表し、丸鋼には適用しない。

△
Ｌ3h

Ｌ3h

Ｌa

Ｌ3

▽

△

△

△

Ｌb

Ｌ2

　　スラブの下端筋の異形鉄筋の直線の定着長さ　　

Ｌ3ｈ

Ｆc(Ｎ／ｍｍ2)

Ｆc(Ｎ／ｍｍ2)

Ｌ3

(ｂ) フック付き定着の長さ

8ｄ以上

数値以上とする。なお、片持形式の小梁やスラプの上端筋は、同表(a)の の数値以上とする。

Ｌb のの数値以上、小梁やスラブ(片持形式を除く)の上端筋の梁内定着については同表(b)の(a)の

Ｌa

Ｌa

または（Ｌa Ｌb）

または
投影定着長さ

定着起点

鉄筋外面

余長

8ｄ以上

D

SD295B
SD345

SD295A
SD390 SD490設計基準強度

(a) 大梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ

大梁主筋の柱内折曲げ定着の

投影定着長さ

Ｌ2

Ｌa

Ｌa

Ｌ2

Ｌa

Ｌa

Ｆc(Ｎ／ｍｍ2)

18 20d －－20d

21 －15d 20d 20d

24～27 25d15d 20d 20d

30～36 15d 15d 20d 25d

39～45 15d15d 15d 20d

48～60 15d 15d 15d 20d

D

D

18～60

18～60

10d

150mm以上

10d*かつ
20d*

標 準 配 筋 要 領 図（１）

D

Ｌ2h
定着起点

▽▽

90°フック

折曲げ開始点

8ｄ以上
余長

Ｌ2
定着起点

▽

Ｌ2直線定着の長さ

SD295A

SD295B
SD345 SD390 SD490

18

21

24～27

30～36

39～45

48～60

40d

35d

30d

30d

25d

25d 25d

30d

30d

35d

35d

40d －－

40d

40d

35d

35d

30d 35d

40d

40d

45d

－

設計基準強度

Ｆc(Ｎ／ｍｍ2)

コンクリートの

(a) 直線定着の長さ Ｌ2

Ｌ2h

 は同表(b)の数値以上とする。

　　数値を標準とする。
ｂ．柱、梁等の鉄筋の加工に用いるかぶり厚さは、施工誤差を考慮し、最小かぶり厚さに10mmを加えた

ｃ．鉄筋組立後のかぶり厚さは、最小かぶり厚さ以上とする。

ｄ．ひび割れ誘発目地・施工目地などかぶり厚さが部分的に減少する箇所は、防錆処理を施した鉄筋を
　　使用するか、目地底から必要なかぶり厚さを確保する。

　　する場合は、主筋のかぶり厚さを径の1.5倍以上確保するように最小かぶり厚さを定める。

[注]

　　仕上げ（仕上塗材、塗装等）のものを除く。
２．「仕上げあり」とは、モルタル塗り等の仕上げのあるものとし、鉄筋の耐久性上有効でない

　　厚さを含まない。
４．杭基礎の場合のかぶり厚さは、杭天端からとする。

20

30

30

30

30

40

40

40

60

60※

※

最小かぶり厚さ

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げあり

屋　外

屋　内

スラブ、耐力壁

以外の壁

擁壁、耐圧スラブ

柱、梁、耐力壁

柱、梁、スラブ、壁

基礎、擁壁、耐圧スラブ

煙突等高熱を受ける部分

仕上げなし

構　造　部　分　の　種　別

仕上げなし土に接しない部分

土に接する部分

（単位：mm）

３．スラブ、梁、基礎及び擁壁で、直接土に接する部分のかぶり厚さには、捨コンクリートの

１．※印のかぶり厚さは、普通コンクリートに適用し、軽量コンクリートの場合は、図面特記による。

５．塩害を受けるおそれのある部分等、耐久性上不利な箇所は、図面特記による。

ａ．鉄筋の定着の長さおよび方法は、図面特記による。図面特記のない場合、小梁、スラプの下端筋

　(4) 軽量コンクリートを使用する場合の定着長さは図面特記による。

ｂ．小梁・スラプの下端筋の定着の長さおよび方法は、図面特記による。特記のない場合は、小梁、

　(3) フック付き鉄筋の定着長さ

(2) 鉄筋の投影定着長さは、図面特記による。

　(5) 軽量コンクリートを使用する場合の定着長さは図面特記による。図面特記がない場合は、 Fc≦36 N/mm2

1.　かぶり厚さ

ａ．鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さは、表1.1 による。ただし、柱及び梁の主筋にD29以上を使用

表1.1　鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さ

2.　鉄筋間隔と鉄筋のあき

鉄筋のあきと鉄筋間隔の最小値は表2.1 による。

表2.1　鉄筋のあき・鉄筋間隔の最小値

3.　加 工 形 状

鉄筋の折曲げ形状とその寸法は表3.1 による。

表3.1　鉄筋の折曲げ形状・寸法

5.　組　立　て

6.　バーサポート・スペーサー

4.　鉄筋の加工　

表4.1　加工寸法(1)の許容差

表6.1　バーサポートおよびスペーサーなどの種類および数量・配置の標準

　　　(4)　梁の上とは上端主筋を支えるかんざしを指す。

7.　定　着　と　継　手

8.　定　着　長　さ

を除く異形鉄筋の直線定着の長さ    は表8.1(a)の数値以上とし、フック付さ定着の長さＬ2

表8.1　異形鉄筋の定着の長さ

Ｌ3 は、表8.2(a)の数値以上とし、フック付き

Ｌ3

Ｌ3ｈ

コンクリートの

コンクリートの

表8.2　小梁・スラブの下端筋の定着の長さ

　(2) 耐圧スラブの下端筋の定着長さは表8.1 による。

L3h は、定着起点から鉄筋の折曲げ開始点までの距離とし、折曲げ

　(4) フックの折曲げ内法直径Ｄおよび余長は、図面特記のない場合は表3.1 による。

ｃ． 仕口内に90°折曲げ定着する鉄筋の定着長さが、表8.1(b) のフック付き鉄筋の定着

(1) 仕口内に90°折曲げ定着する異形鉄筋の定着長さは、図8.1 に示すように、定着起点(仕口面）から

（表8.1(a)の数値）以上、かつ、余長を8d以上とし、

図8.1　仕口内に90°折曲げ定着する鉄筋の投影定着長さ

特記がない場合の投影定着長さは、大梁(基礎梁や片持梁を含む)の主筋の柱内定着については、表8.3

表8.3　異形鉄筋の仕口内の折曲げ定着の投影定着長さ

コンクリートの

場合は表3.1 による。

の異形鉄筋を対象として、表8.1 の数値に5d以上加算した定着長さとし、

ないことを確認した上で、監督職員の承認を得ること。

行い支障ないことを確認した上で、監督職員の承認を得ること。

　(2) フック付き鉄筋の定着長さ L2h は、定着起点から

監督職員の承認を得ること。

(1)　表の数量または配置は５～６階程度までのＲＣ造を対象とする。

基　　礎 基　礎　梁 壁・地下外壁

ス　ラ　ブ 梁 柱

の軽量コンクリートとSD490以外の異形鉄筋を対象として、表8.2 の数値に5d以上加算した定着長さ

とし、監督職員の承認を得ること。

長さＬ2hを満足しない場合の定着の方法は、下記の(1)～ (2)による。

鉄筋先端までの全長を直線定着の長さ Ｌ2

(1) 加工寸法の許容差は、図面特記による。特記のない場合は、表4.1 による。

ｅ．下記(1)～(4)に示す鉄筋の末端部には、フックを付ける。あばら筋および帯筋のフック

　　折曲げ角度は各規定による。

(1)　丸鋼

(2)　あばら筋および帯筋

(3)　柱および梁（基礎梁を除く）の出隅部の鉄筋

(4)　煙突の鉄筋

(2) 折曲げは冷間加工とし、その形状・寸法は図面特記による。特記のない場合は表3.1による。

ａ．鉄筋の定着および継手の位置・範囲は、図面特記による。

定着起点から鉄筋外面までの投影定着長さ（ＬaまたはＬb）を確保する。

更

変

訂

正 工事名称

図面名称 通し番号 図面番号

大阪市都市整備局　企画部

公共建築課(企画設計グループ)

標準配筋要領図（1）

229
165

503165

入札Ｐ1031



更

変

訂

正

Ｌ
2

Ｌ
2

Ｌa

梁梁

確保できない場合

一般階（ト形接合部）

（ａ）大梁と柱

Ｌ2h フック付き定着長さＬ2hが

－－

－

SD345 SD490
SD295A

SD295B
SD390

20d

15d 20d 20d

15d18

21

24～27 15d

30～36

39～45

48～60 15d 15d 15d

15d

15d

15d

15d

15d

20d15d

15d

－

－

－

－

Ｆc(Ｎ／ｍｍ2)

(b) 小梁やスラブの上端筋の梁内折曲げ定着の

設計基準強度

投影定着長さＬb（片持ちの小梁・スラブを除く）

D

Ｌ2

Ｌb

Ｌ3

小梁・スラブの上端筋の梁内

折曲げ定着の投影定着長さＬb

柱

Ｌa

柱

フック付き定着長さＬ2hが

確保できない場合

梁 梁

Ｌ
2

Ｌ2h

Ｌ
2

Ｌ
2

柱
筋

柱
筋

ＬaＬ2h

最上階（Ｌ形接合部）

Ｌ3

Ｌb

Ｌ
2

Ｌ2h

Ｌ3h

フック付き定着長さＬ2hが

Ｌ
2

Ｌ
2

（ｃ）壁

確保できない場合

（ｂ）小　梁

  (4) 梁主筋を柱へ定着する場合、Ｌaの数値は原則として柱せいの3/4倍以上とする。

Ｌ
2

Ｌ3
Ｌ3

Ｌa

Ｌ
2

Ｌa

Ｌ
2

Ｌb

（ｄ）スラブ

確保できない場合

（ｅ）基礎梁

Ｌ2h

フック付き定着長さＬ2hが

Ｌ2h

Ｌ2h

(
Ｌ
2)

(
Ｌ
2)

D

Ｌ
a

Ｌ1
Ｌ1

Ｌ1

水平重ね

Ｌaかつ3/4D以上

上下重ね

0.2　　かつ150ｍｍ以下

(a)一般階のト形接合部

(b)最上階のＬ形接合部

Ｌ1h

Ｌ
2

Ｌa

Ｄ

3/4Ｄ

余
長
8
d
以
上

余
長
8
d
以
上

逃げ寸法 逃げ寸法

以上

（投影定着長さ）（投影定着長さ）

Ｌ
2

（投影定着長さ）

D

Ｌ
2

Ｌa

D

確保できない場合

(投影定着長さ)

8
d
以
上

(投影定着長さ)

3/4D以上

8
d
以
上

3/4D以上

(a)一般階のト形接合部

Ｌ2h

フック付き定着長さＬ2hが

18

21

30～36

39～45

48～60

24～27

SD295B

45d －

SD345
SD295A

35d

35d

40d

50d

45d

40d

35d

－

－

SD490SD390

50d

45d 55d

30d

30d 35d

30d

40d

40d

35d

50d

45d

40d

D

Ｌ1

△ △

Ｌ1

Ｌ1

Ｆc(Ｎ／ｍｍ2)

Ｌ1h

(a) 直線重ね継手の長さ

設計基準強度

コンクリートの

90°フック

直線重ね継手の長さ

(鉄筋Ａ)

折曲げ開始点

(鉄筋Ｂ)

折曲げ開始点

鉄筋Ａ 鉄筋Ｂ

8d以上

余長

ａ． ガス圧接継手の仕様は、 (社)日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書 ガス圧接継手

ｄ.　継手は、１か所に集中することなく、相互にずらして設けることを原則とする。

－－

SD345 SD490SD390

35d

SD295A

SD295B

35d18

21 30d

24～27

30～36

39～45

48～60

35d

35d30d

30d

30d

25d

25d

20d

20d 20d

25d

25d

25d

30d

－

40d

30d

35d

35d

Ｌ1h

Ｌ1h

△

△

△

△
Ｌ1h

Ｌ1h

Ｆc(Ｎ／ｍｍ2)

(b) フック付き重ね継手の長さ

コンクリートの

設計基準強度

135°フック

(鉄筋Ｂ)(鉄筋Ａ)

折曲げ開始点 折曲げ開始点

フック付き重ね継手の長さ

(鉄筋Ｂ)

折曲げ開始点

(鉄筋Ａ)

折曲げ開始点

180°フック[注] (1) 表中のｄは、異形鉄筋の呼び名の数値を表し、

6d以上余長

鉄筋Ａ

鉄筋Ｂ

余長 4d以上
鉄筋Ａ 鉄筋Ｂ

0.5

1.5

Ｌ1

Ｌ1

Ｌ1

Ｌ1

Ｌ1

Ｌ1

Ｌ1

Ｌ1

Ｌ1

Ｌ1

○

○

×

1.5　　以上ずらす。短いスパンの部材では

無理なことがある。

　　だけずらすのは、特に引張側の場合は

：重ね継手長さ
ひび割れ

ａ

ａ

400ｍｍ以上

機械式・溶接継手

ａ：機械式・溶接継手の長さ

400ｍｍ以上

ガス圧接

かつａ＋40ｍｍ以上

　(2) 直径の異なる鉄筋相互の重ね継手の長さは、

　(3) フック付き重ね継手の長さは、鉄筋相互の折

曲げ開始点間の距離とし、折曲げ開始点以降

のフック部は継手長さに含まない。

細い方のｄによる。

丸鋼には適用しない。

以上の軽量コンクリートを打ち込む部材の上端部の重ね継手はフック付きとする。

約0.5　　ずらす。

好ましくない。

標 準 配 筋 要 領 図（２）

　(3) 軽量コンクリートを使用する場合の鉄筋の投影定着長さＬaまたはＬbは、図面特記による。

[注] (1) 表中のｄは、異形鉄筋の呼び名の数値を表し、丸鋼には適用しない。

　(5) 軽量コンクリートを使用する場合の鉄筋の重ね継手の長さは図面特記による。特記がない場合

ｄ.　機械式定着による場合は、定着具の寸法・品質・施工法およびその場合の定着長さは図面特記による。

コンクリートの

　(2) フックの折曲げ内法直径Ｄおよび余長は、特記のない場合は表3.1 による。

[注] （Ｌ2）は、余長部で直線定着Ｌ2をとる場合を示す。

図8.2　定着の長さの取り方

図8.3　梁筋の柱内への折曲げ定着

図8.4　仕口せいが小さい場合の鉄筋の折曲げ定着

図8.5　梁筋のＵ形折曲げ定着

図8.6　重ね継手の長さ 図8.7　あき重ね継手

図8.8　水平重ね・上下重ね

9.　ガス圧接材料・重ね継手および特殊継手

表9.1　異形鉄筋の重ね継手の長さ

　(4) フックの折曲げ内法直径Ｄおよび余長は、特記のない場合は表3.1 による。

は、Ｆc≦36N/ｍｍ2の軽量コンクリートとSD490以外の異形鉄筋を対象として、表9.1 の数値

特記がない場合は、Ｆｃ≦36Ｎ/ｍｍ2の軽量コンクリートとSD490以外の異形鉄筋を対象として、

表8.3 の数値に5d以上加算した投影定着長さとし、監督職員の承認を得ること。

工事」(2009年版)による。

に5d以上加算した継手の長さとし、監督職員の承認を得ること。なお、鉄筋の下に300mm

図9.1　重ね継手のずらし方

図9.2　ガス圧接継手・機械式継手・溶接継手のずらし方

3/4Ｄ以上

Ｄ

Ｌ2h

Ｌdh

ｂ.　重ね継手の長さは図面特記による。特記のない場合は柱・染の主筋以外のその他の鉄筋を

対象として、直線重ね継手の長さＬ1は表9.1(a)の数値以上とし､フック付き重ね継手の

長さＬ1hは同表(b)の数値以上とする。ただし、D35以上の異形鉄筋には、原則として

重ね継手は用いない。

ｃ.　機械式継手・溶接継手を用いる場合は、図面特記による。
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更

変

訂

正

Ｌ

Ｌ

梁筋の場合

Ｌ/2

２本以上

Ｈ：内法高さ（柱の上下端）

(
H=
4D
')

(
2D
')

(
2D
')

H
=3
D

1
.5
D

1
.5
D

Ｈ

DまたはD'

Ｄ：柱の最大径

Ｄ

Ｄ：梁せい

　　12d以上、または135°フック余長6dとする。ただし、スパイラル筋の径は13 mm、またはD13

ｄ. スパイラル筋の重ね継手は長さ50d以上、かつ、300mm以上とし、その末端は90°フック余長

4d

6d

8d

6d

(b)ﾌﾚｱ溶接 (c)機械式継手

ﾌﾗｯｼｭ溶接

(a)135°フック

ﾌﾚｱｸﾞﾙｰﾌﾞ溶接 機械式継手 ﾌﾗｯｼｭ溶接

6d 6d

(h)(g)

8d

4d

8d 4d
4d

6 d

4d

8d

1.5巻以上の1.5巻以上の 添え巻き 添え巻き

重ね継手末端部 末端部

5
0
d
以
上

か
つ
3
0
0
mm
以
上

重ね継手

3d3d
3d

135°ﾌｯｸ

ｺｰﾅｰ部

90°ﾌｯｸ

90°ﾌｯｸ

50d以上
かつ300mm以上

6d 12d 6d

3d

6d

3dd

12d

3d
d

d
d

d

d d

6d

(a) (b) (c) (d)

機械式継手 ﾌﾗｯｼｭ溶接
フレア溶接

(h)(g)(f)(e)

6d 6d

6d

8d

6 d

6d

8d

6 d

8d

6d (d) (e)

4d

(f)

8d

(c)(b)

8d8d

(a)

4d

6d

4d

(a)

(a) (b) (c)

(d) (e) (f)

副あばら筋

あばら筋

打継ぎ部

溶接継手または機械式継手

標 準 配 筋 要 領 図（３）

150mm以上

50mm以上

定着長さＬ

Ｌ1Ｌ3

以上とする。

(a)応力伝達継手 (b)ひび割れ幅制御用溶接金網の場合

※※

※を横線間隔＋50mmかつ150mm ※を横線間隔かつ100mm以上とする。

溶接金網のたて筋と等量断面の異形鉄筋

ａ．帯筋・あばら筋の相互の鉄筋のあきは最小50mmを原則とする。

　　柱の帯筋間隔の1.5倍以下とし、帯筋比は0.2％以上とする。

　　6d以上とする。ただし、フックを設けず継手をフレア溶接、機械式継手、またはアプセット

　　以下を原則とする。

　　末端が柱筋の隅部以外で終わるときは90°フック余長12d以上としてよい。

　　される場合は、その末端は一端を90°フック余長8d以上としてよい。

　　溶接・フラッシュ溶接とする閉鎖形でもよい。

ｱﾌﾟｾｯﾄ溶接

(d)ｱﾌﾟｾｯﾄ溶接

　　付くＴ形およびＬ形の梁の場合にのみ用いる。

　　にコンクリートを打ち込むＴ形およびＬ形の梁の場合に用い一端を90°フックとしてよい。

　　せで、継手を設けてもよい。

ｱﾌﾟｾｯﾄ溶接

(e)

(a)

(f)

(d)(c)(b)

［注］フックを180°で図示しているところは135°フックとしてもよい。

Ｌ
1h

Ｌ
1h

打継ぎ部

溶接継手または機械式継手

(a)で　 を使用してよいが　 は使用してはいけない。

(b)では、あばら筋の継手は、90°135°フックとしてよい。

(d)では、副あばら筋の末端は上下とも90°フックとしてよい。

(e)では、副あばら筋の継手は、90°135°フックとしてよい。

(e)(f)では、末端のフックを180°で図示しているところは

135°フックとしてもよい。

副あばら筋の末端は135°180°フックのいずれでもよい。

ｃ．柱梁接合部内の帯筋は、図面特記による。ただし、鉄筋間隔は150mm以下、かつ隣接する

は図面特記による

10.　溶接金網の定着と継手

11.　鉄筋格子の定着と継手

12.　帯筋・副帯筋・スパイラル筋 13.　あばら筋・副あばら筋

ａ．溶接金網の定着は、図10.1 による。

図10.1　溶接金網の定着

ｂ．溶接金網の継手は重ね継手とし、図10.2 による。

図10.2　溶接金網の継手

（　　　　　はそれぞれ表9.1(a)、表8.2(a)による）Ｌ1、Ｌ3

図10.3　溶接金網をスラブ下端筋に配筋した場合の定着

鉄筋格子の定着長さと継手長さは図面特記による。特記のない場合は、定着長さは表8.1～8.3、

継手長さは表9.1 の数値以上とする。

ｂ．帯筋・あばら筋の鉄筋間隔は表12.1 および表12.2 の数値以下とし 図面特記による。

表12.1　帯筋間隔

表12.2　あばら筋間隔

などの閉鎖形の拘束帯筋

末端 135°フック、溶接
備　　　考

帯　筋　比 0.2％以上

1.5p以下上記以外の区間

帯 

筋 

間 

隔

2D'区間の大きい範囲

柱の上下1.5D区間または

帯　筋　径 9ΦまたはD10以上

100mm以下

（p：帯筋間隔）

9ΦまたはD10以上

(1/2)Ｄ以下かつ250mm以下

0.2％以上

末端は135°以上に曲げて定着または相互に溶接備　考

 あばら筋比

あばら筋間隔

 あばら筋径

ａ．帯筋の一般形状は図12.1とする。帯筋は柱筋を囲む閉鎖形とし、その末端は135°フック余長

ｂ. 副帯筋の一般形状は図12.2とし、末端は135°フック余長6d以上、または180°フック余長4d

　　以上とする。ただし、図12.2(c)(e)(f)のように、余長部が帯筋で囲まれたコンクリートに挿入

ｃ．スパイラル筋の形状は図12.3とし、巻き始め・巻き終りの末端は135°フック余長6d以上、

図12.1　帯筋の一般形状

図12.2　副帯筋の一般形状

図12.3　スパイラル筋の一般形状

ａ．あばら筋の一般形状は図13.1の(a)から(h)とする。ただし、(e)から(g)はスラフが取り

ｂ．副あばら筋の一般形状は、図13.2の(a)から(f)とする。ただし(d)から(f)はスラブと同時

ｃ．基礎梁のあばら筋・副あばら筋の形状は、図13.1の(a)から(d)および図13.2の(a)から(c)

　　とし、基礎梁断面内に打継ぎを設ける場合は図13.6の(b)(C)および(e)(f)の形状の組合

図13.1　あばら筋の一般形状

図13.2　副あばら筋の一般形状

図13.3　基礎梁に用いるあばら筋・副あばら筋の一般形状

図9.3　機械式継手・溶接継手と重ね継手併用の場合

Ｄ’：柱の小径（施行令77条）

6d

8d

135°ﾌｯｸ 135°ﾌｯｸ
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ａ．独立基礎

（１）直接基礎

はかま筋

100
Ａ

基礎スラブ筋

100

はかま筋

Ａ

は
か
ま
筋

は
か
ま
筋

ない場合
はかま筋の

ある場合
はかま筋の

ない場合
はかま筋の はかま筋の

ある場合

15ｄ程度 15ｄ程度

コンクリート面
基礎梁

中心線
Ｌ2

(b) テーパーのある場合(a) テーパーのない場合

15ｄ程度

（基礎梁に定着する場合）（１本の場合）

ｄ：はかま筋の径

基礎スラブ筋

ス
ラ
ブ
筋

ス
ラ
ブ
筋

断面形状：型枠・はかま筋の配筋・コンクリ－トの打込みを考慮して長方形断面とするのがよい。

印鉄筋は曲げ上げ

なくてよい
柱コンクリート面

（フック付）
Ｌ2h Ｂ

Ｂ拡大図

Ｌ0

の細いほうの径

ｄ0:基礎筋・はかま筋

ｄ：基礎筋の径

1
00

印鉄筋は曲げ上げ

基礎筋はかま筋は
か
ま
筋

Ａ

基
礎
筋

Ａ拡大図

70
1
00

(a) (c)(b)

Ｌ2h

1
00

2
勾配

1

場所打ち杭は
定着長さをとって
そろえる

（３）場所打ち杭

（ａ）独立基礎

Ｌ0 ≧100かつ4ｄ＋70以上
なくてよい

（ｂ）三角独立基礎

基
礎
筋

は
か
ま
筋

基
礎
筋

は
か
ま
筋

は
か
ま
筋

基
礎
筋

（４）独立基礎と基礎梁の場合

イ10

ロ

（ｂ）

2
0
0
以
下

10

イ

（ａ）

イ

ｄ－ｄ断面 （補強筋のみ記入）

イ
ハ

ロ

イ
Ｌ2

イ

（ｃ）

ｄ

イ

ハ

(直線)

ロ

イ

（
フ
ッ
ク
付
）

10 Ｌ2

2
0
0
以
上
の
場
合

ｄ

部は基礎梁幅と同厚コンクリートの打増し部分

鉄筋は基礎梁の幅に応じて２～４-Ｄ１６とする。

鉄筋は基礎梁の幅に応じて２～４-Ｄ１６とする。

（ａ）では、イ

（ｃ）では、イ

（ｂ）では、イ

（隅　柱）（中　柱）（側　柱）

（ｃ）ベース筋とコンクリート上端のテーパのとり方

配筋方法：連続基礎の配筋方法はａ.独立基礎（１）に準ずる。

ｂ．連続基礎

ない場合
はかま筋の

ある場合
はかま筋の

D13
100

（ａ）テーパのない場合

100

ない場合
はかま筋の はかま筋の

ある場合

D13

（ｂ）テーパのある場合

50～ 50～

ロ ハ

ｃ．べた基礎

（１）耐圧スラブの配筋

Ｌ2h

Lx

Lx/4 Lx/4

15d15d15d15d

50
CL

50

上端筋下端筋

Lx/4
Lx

Lx/4

耐圧スラブのかぶり厚さ

70
40

位置とする

耐圧スラブの第１鉄筋は基礎梁の

（フック付）

コンクリート面から50mm程度以下の

50以下L
y/
2

（２）基礎梁との定着

Ｌ3

(a)浮上りが生じない場合

最　　終　　端

(b)浮上りが生じる場合
連　　続　　端

耐圧スラブの第１鉄筋は

基礎梁のコンクリート面

から50mm程度以下とする

ａ
Ｌ2

(
直
線
)

Ｌ
2

Ｌ
2

(
直
線
)

ａ Ｌ 3 ま たは Ｌ 2

またはＬ2またはＬ3

(フック付)Ｌ2h

Ｌ2h (フック付)

ま たは
Ｌ 3

Ｌ 2

ａ

ａ

Ｌ2

50以下

でもよい
180°フック

（ａ）直接基礎

はかま筋

端部をフックとして
20ｄ以上重ねる

（ｃ）杭基礎

（ｂ）場所打ち杭基礎

2

1

圧

引

余
長
 
8ｄ

さらに末端にフックを設ける

90°折曲げとして20ｄ以上曲げ上げ、

Ld

ｄ
f

Ld

ｄ
f

Ld

1
0
0
以
上

コンクリート
中埋め

C

Ｄ

補強帯筋

補強軸筋
補強筋

補強鋼板

200

C

コンクリート
補強

［注］鋼管杭の杭頭処理法は

方法が異なる

鋼管杭メーカーごとに処理

Ｄ

（ｃ）鋼 管 杭

中埋め
コンクリート

1
0
0
以
上

[注]PC鋼材の末端はカットせず

杭体と緊結する

Ｌ
0

Ｌ0 ＝　　＋50dpＬ2

dp＝ＰＣ鋼材の外径

L

CL

L

Ｌ
0

15d 15dＬ2以上

L0/4 L0/4L0/2

L0

GL Ｌ2

Ｌ2以上
△柱面

15d20d 20d15d
L0/4

L0

L0/2L0/4

Ｌ2以上

GL

Ｌ2以上
△ 柱面

（ｂ）スラブなどの上載荷重により基礎梁筋が定まる場合

15d20d 20d15d
L0/4L0/2

L0

L0/4

Ｌ2以上

GL

（ａ）独立基礎などで地震力により基礎梁筋が定まる場合

Ｌ2以上

GL

柱面△

（d-1） （d-2）

境界線

△

Ｌ
2
以
上

GL

Ｌ2以上

Ｌ2以上

補助定着筋

GL

Ｌ2以上

突出部

Ｌ
2
以
上

（d-3）

柱面

（d-4）

（ｄ）基礎梁外端部の納まり

柱面△

Ｌ
2
以
上

突出部

GL

Ｌ2以上

Ｌ2以上

△

Ｌ2以上
△柱面

（ｃ）基礎梁の下方より地反力（杭反力）を受ける場合

基礎梁の外端部や隅部では、（ｄ-１）のように配筋するのが一般的である。

（ｃ）基礎梁では、Ｌ０/４点で梁筋を検定し、必要に応じて中央部の鉄筋を割り増すか、Ｌ０/４の

に定着するか、または柱部に定着する。

前後、左右の梁筋の本数が異なる場合は、柱コンクリ－ト面より定着長さをとって反対側の梁内

L0/4L0/4

(a) 基礎梁（一般）

L0/4L0/4

L0

ｂ.基礎梁筋の継手位置

（ガス圧接継手） （重ね継手）

L0

基準として主筋のカットオフ位置を例示している。

標 準 配 筋 要 領 図（４）

基
礎

基
礎

はかま筋の形状 Ａの拡大図

2
0d

2
0d

20d 20
d

70
2
0d

15d15d

2
0d

20d

2
0d

Ｌ
2h

Ｌ
2

15d

Ｌ
2h

（
フ
ッ
ク
付
）

Ｌ
2h

（
フ
ッ
ク
付
）

Ｌ
2

Ｌ
2

Ｌ
2

Ｌ
2

鉄筋は基礎梁のあばら筋と同径、同間隔に配筋する。ロ

D13（腹筋と兼ねてよい）
D13（腹筋と兼ねてよい）

捨コンクリート

捨コンクリート

ハ
ン
チ
な
し

ハ
ン
チ
付
き

（ａ）既製コンクリート杭 （ｂ）既製コンクリート杭

底板

ａ．基礎梁筋の配置と定着

Ｌa以上

Ｌa以上

Ｌa以上

Ｌa以上

Ｌa以上

Ｌa以上

Ｌa以上

Ｌa以上

Ｌa以上

Ｌa以上

Ｌa以上 Ｌa以上

Ｌa以上

また、基礎梁外端部の定着は図面特記による。特記の場合は（ｄ-１）～（ｄ-４）のいずれかによる。

基礎梁の連続端で柱に接する梁筋が同数のときは、梁筋を柱内に定着させずに通し配筋とする。

配筋の納まり上、（ｄ-２）～（ｄ-４）の納まりとする。

基礎梁内の主筋カットオフ位置は図面特記による。図面特記のない場合は（ａ）～（ｃ）のいずれかによる。

14.　基礎

図14.1　基礎筋の付着長さ 図14.2　杭基礎の力の流れ

15.　基礎梁

基礎筋（ベ－ス筋）：あとで配筋される柱筋・基礎梁筋と交差しないように、基礎底面を基礎梁下端より下げ

て配筋する。通常、基礎底面の下がり寸法は１００～１５０ｍｍ程度とする。

は 　か 　ま 　筋 ：偏心や浮上りを生ずる基礎などは配筋するが、それ以外の基礎では通常必要としない。

ては、主筋およびせん断補強筋として配筋する場合がある。

は 　か 　ま　 筋 ：（１）に準ずるほか、杭頭処理筋を拘束するために配筋することがある。また、応力によっ

状の補助筋を使用すると５段配筋となるため、（ｂ）に示す格子配筋とする。

１本杭の場合は場所打ち杭の基礎筋に準ずる。また、３本杭の場合、３方向の基礎筋と格子

外周部の基礎筋は重ね継手を設けて連続させ、基礎底面外周部に生ずる引張力に対処する。

基礎筋（ベ－ス筋）：（１）に準ずるほか、鉄筋を曲げ上げ末端にフックを付ける。

（２）杭　基　礎

基礎筋（ベ－ス筋）：場所打ち杭を柱直下に築造する場合は、柱コンクリ－ト面とフ－チング上端面の交点から

は 　か 　ま 　筋 ：（２）に準ずる。

２：１の勾配の中に場所打ち杭が納まるときは（a）～（c）のいずれでもよい。これ以外

のときは場所打ち杭を杭とみなして（２）の場合に準ずる。

補強筋：基礎と基礎梁を一体とするために補強する。その詳細は図面特記による。特記のない場合は、（a）～（ｂ）

の配筋は、下記による。

2
0
d
以
上

［注］通常、耐圧スラブは上端面を水平に設計し、格子配筋とするのがよい。

適用し、（ｂ）は浮上りを生ずるときに使用する。

最終端の納まり：（２）の（ａ）は、地震時の柱軸力によって基礎（基礎梁）に浮上りを生じない場合に

（２）の図で、鉄筋の余長部の逃げ寸法ａは１５０ｍｍ程度とする。

図14.3　杭頭補強

［注］基礎梁内の主筋のカットオフ位置は図面特記による。（ａ）・（ｂ）・（ｃ）では、Ｌ０/４を

寸法を必要長さまで縮め、または延長する。その場合、寸法は図面特記による。

連続端の納まり：上端筋、下端筋ともに連続して通し配筋とするか、基礎梁面より定着長さをとる。

上端筋の定着長さ：Ｌ２またはＬ３とし、図面特記のない場合はＬ２とする。

（ａ）あるいは（ｂ）のいずれを適用するかは図面特記による。

2
0
d
0以

上

2
0
d
0以

上

15d

15d

の各鉄筋量は図面特記による。

L
x/
4

Ｌ
2
+
5
d
(
直
線
)ま

た
は

Ｌ
2
h
+
5
d
(
フ
ッ
ク
付
き
)

Ｌ
2
+
5
d
(
直
線
)ま

た
は

Ｌ
2
h
+
5
d
(
フ
ッ
ク
付
き
)
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柱脚（最下階）の配筋は、図面特記による。

正

訂

変

更

（ｂ）基礎梁（スラブなどの上載荷重を受ける場合）

L0L0

以上離す

：５００ｍｍ

（ｃ）基礎梁（基礎梁の下方より地反力（杭反力）を受ける場合）

：継手の好ましい位置

：継手の好ましくない位置

：ガス圧接位置

ている部分、または応力の小さい部分に設ける。

継手は１か所に集中することなく、相互にずらして設けることを原則とする。

継手の位置および隣接する鉄筋の間隔に留意する。

継手を設けるために施工機械を用いるときには、施工上必要とするすき間がとれるように、

（１）あばら筋

８
ｄ

８
ｄ

Ｄ Ｄ

イ

ｃ．あばら筋・腹筋および幅止め筋

Ｄ：１５００以下の場合 Ｄ：１５００を超える場合 の分割図イ

幅止め筋の加工

4d

D=3d～2d 4d

（２）副あばら筋・幅止め筋 （３）基礎梁腹筋の割付本数

1050≦D＜1500

1500≦D＜1950

1950≦D＜2400

600≦D＜1050

D＜ 600

梁　せ　い 腹　筋

不　要

2-D10（１段）または2-D13

4-D10（２段）または4-D13

6-D13（３段）

8-D13（４段）

基礎スラブ筋境界線

Ｌa以上
Ｌ2以上

ＧＬ▽

▽

杭主筋 柱面

▽ 基礎スラブ筋

はかま筋
Ｌ2以上

Ｌa以上

補強筋
コ形

突出部

補強筋
Ｌ2以上 Ｌa以上

補強筋

補強筋
コ形

突出部

コ形
補強筋

突出部 ▽

突出部

コ形
補強筋

基礎スラブ筋

はかま筋Ｌa以上

ＧＬ

Ａ Ａ

ＡＡ

ＡＡ

杭主筋
柱面

▽Ｌ2以上

（イ） （ロ） （ハ） （ニ）

（下端筋・柱断面内定着） （下端筋・柱断面外定着）

追加横補強筋

横補強筋
追加

バーサポート
またはそれに
代わる受金物

バーサポート
またはそれに
代わる受金物

Ｄc

Ｌ
ac

Ｌ
2
＋
5d

Ｌ
2
＋
5dＬ

ac

Ｌag

ＤpＤp

Ｌag

杭主筋

基礎スラブ筋

はかま筋

柱面

▽

柱面

▽

杭主筋

基礎スラブ筋

はかま筋

かご鉄筋

拘束帯筋

（ａ）

Ａ-Ａ断面

Ｂ-Ｂ断面

隅筋

1
0d

かご鉄筋

A A

B B

（ｃ）

二重帯筋

（ｂ）

0.5D以上

Ｌ
2 Ｌ
2

Ｌ
1h

Ｌ
1

：かご鉄筋
：主筋

Ｄ

捨帯筋を入れる

こともある

150以上

余長8dかつ150以上

D：折曲げ内法直径

Ｌ
2

Ｌ
2h

DD

上面

基礎梁

▽

0～5d バーサポートまたは

それに代わる受金物

Ｌ
2

以
上

▽
上面

基礎梁

（ｂ）（ａ）

（３）柱脚（最下階）の配筋

ハ

Ｄ

ｅ

Ｄ

ｅ

６

１

６

１
≦

ｅ
補強帯筋

Ｄ

ｅ
＞

150以下

Ｄ

ロ

イ

ハ

ニ

Ｌ
1

Ｌ
2h

ロ イ ニ

（ａ） （ｂ）

（２）接合部（一般階）の配筋

標 準 配 筋 要 領 図（５）

* *

*

L0/4L0/4 L0/4L0/4

L0/4L0/4L0/4

（ａ）柱外面と基礎外面が同じ場合（ｄ-２）

（ｂ）突出部上面が基礎梁上面よりも低い場合（ｄ-３）

（ｃ）突出部上面が基礎梁上面と同じ場合（ｄ-４）

上
ス
ラ
ブ
付
き

下
ス
ラ
ブ
付
き

ス
ラ
ブ
な
し

打
継
ぎ

上
・
下
ス
ラ
ブ
付
き

L0/4

135°

Ｌ
2
以
上

2
0
0
0以

上

ハンチなし 梁ハンチ付き

（ハ）（ロ）（イ）

打
継
ぎ

打
継
ぎ

上
ス
ラ
ブ
付
き

下
ス
ラ
ブ
付
き

ス
ラ
ブ
な
し

上
・
下
ス
ラ
ブ
付
き

ま
た
は

機
械
式
継
手

溶
接

重ね継手
（ニ）

ａ．柱筋

1
5d

4
0
0
以
上

4
0
0
以
上

1
5d

帯筋

第一帯筋

イ

ロ

ハ

ニ

Ｌ2または

Ｌ2h

H
0/
2

H0

Ｌ2h

Ｌ2または Ｌ2または

Ｌ2h

H0

H
0/
2

（１Ｆ）

（２Ｆ）

は上階の鉄筋に連続しない場合

は下階より上階に多く配筋する場合

は柱脚のみ配筋する鉄筋の場合

は柱脚より柱頭の鉄筋が多い場合

イ

ロ

ハ

ニ

第１帯筋

第１帯筋

第１帯筋

ニイ と

（１）柱頭（最上階）の配筋

柱の四隅にある主筋で、重ね継手の場合及び最上階の柱頭にある場合には、フックを付ける。
ただし、耐震計算ルート３の場合には、当該構造部分の実況に応じた加力実験によって、
耐力、靭性及び付着に関する性能が当該構造部分に関する規定に適合する部材と同等以上で

あることが確認された場合[下記(a)(b)(c)]にあっては、この限りでない。

の鉄筋のカットオフ長さは図面特記による。特記のない場合は H0/2＋15dとする。

継手相互のずらし方は、9.ガス圧接材料・重ね継手および特殊継手による。

図15.1　隅柱と接続する基礎梁外端部の納まり詳細図

表15.1　あばら筋の形状

表15.2　幅あばら筋の形状

16.　柱
（ガス圧接継手） （重ね継手）

（重ね継手）（ガス圧接継手）

鉄筋の継手位置：鉄筋の継手位置は図面特記による。原則として、コンクリ－トに常時圧縮応力が生じ

［注］幅止め筋など配筋組立て上必要とする補助筋は、表4.1の規定に従わなくてよい。

基礎梁のあばら筋は、梁せいが大きいため、一般の梁のあばら筋と同一に扱えない場合があるため、

図面特記による。ここに図示する以外は、13.あばら筋・副あばら筋の c. による。

［注］基礎梁あばら筋の施工性は、概略以下の順となる。

梁せい　１.５ｍ以下（イ）-（ロ）-（ハ）

１.５～２.０ｍ（ハ）-（ロ）-（イ）

２.０ｍ以上（ハ）または（ロ）-（ニ）重ね継手（ホ）

（ホ）

［注］幅止め筋は配筋施工上の組立て用鉄筋であるので、鉄筋の位置を確保することができればよい。

したがって、曲げ加工は（２）の図中に示す程度でよく、4.鉄筋の加工の鉄筋末端部の

折曲げ形状に合わせなくてよい。

図15.2　場所打ち杭における基礎梁筋の機械式定着

Ｌag：梁主筋の定着長さ、Ｌac：柱主筋の定着長さ

［注］

［注］拘束帯筋は梁上端筋の上に設ける帯筋で、柱頭部の帯筋と同径かつＤ１３以上とし、１組以上配置する。

［注］柱頭（最上階）の配筋は、（ａ）（ｂ）（ｃ）のいずれかによる。

接合部（一般階）の配筋は、ｅ/Ｄ ≦ １/６のとき（ａ）を、ｅ/Ｄ ＞ １/６のとき（ｂ）を用いる。

［注］（ａ）、（ｂ）ともに、ｅの最大値は、原則として、１５０ｍｍとする。

Ｌ2以上

Ｄc

Ｌag Ｌag

L
1h

L
1h

L
1h

L
1h

工事名称

図面名称 通し番号 図面番号

大阪市都市整備局　企画部

公共建築課(企画設計グループ)

標準配筋要領図（5）
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更

変

訂

正

標 準 配 筋 要 領 図（６）

ｂ．柱筋の継手位置

（ｂ）重ね継手（ａ）ガス圧接継手

継手の好ましくない位置

やむを得ず継手を設けてもよい位置

継手の好ましい位置

H0

H
0/
4

H0

H
0/
4

かつ150以下
1.5P以下

P以下

1.5P以下

(1) 一　般

Ｃ．帯　筋

(2) スパイラル筋

P：設計帯筋間隔

かつ150以下

P以下

Ａ

Ａ Ａ

Ａ

Ａ

第１帯筋

第１帯筋

1.5P以下

かつ150以下

1.5P以下

かつ150以下

第１帯筋

配
筋
順
序

配
筋
順
序

柱頭末端部

柱脚末端部

(4) スパイラル筋の形状(3) 帯筋・副帯筋の形状

中間部継手

(1)梁端部・中央部の範囲とカットオフ筋のカットオフ位置

ａ．梁　筋

端部配筋 中央部配筋 端部配筋

(a)中央部下端筋が端部下端筋よりも本数が多い場合

(b)端部下端筋が中央部下端筋よりも本数が多い場合

L0/2

L0/2

L0

L0/4

L0

(2) 定　着

8d以上

拘束筋

(e)最上階のＴ形接合部(d)一般階の十字形接合部

(a)一般階のト形接合部 (c)最上階Ｌ形接合部の２段筋(b)最上階のＬ形接合部

Ｌa

Ｌ
2

Ｌ
2

Ｌa

Ｌ2

Ｌ2

（i）一　般

Ｌa

Ｌ
2

Ｌa

Ｌ
2Ｌ

2

Ｌ2

Ｌ2

Ｌ
2

8d以上
8d以上

（iii）機械式定着

(a)一般階のト形接合部 (b)最上階のＬ形接合部

(b)最上階のＬ形接合部(a)一般階のト形接合部

8
d
以
上

（ii）Ｕ字形定着

Ｌa

Ｌ
a

Ｌa

上端筋には機械式定着を適用できない

(d)最上階のＴ形接合部

(b)最上階のＬ形接合部

拘束筋

(a)一般階のト形接合部

(c)一般階の十字形接合部

（iv）ハンチがある場合

8
d
以
上

Ｌ2+5d

Ｌ2

Ｌ2

Ｄ

Ｌ2+5d

Ｌa

Ｌa

Ｌ
2

Ｌ2+5d

8
d
以
上 Ｌ2+5d

Ｌ
2

Ｌ
2

Ｌa

Ｌ2+5dＬ2+5d

Ｌ2

Ｌ2

Ｌ
2

Ｌ
2

8
d
以
上

8
d
以
上

8
d
以
上

(a)一般階の十字形接合部 (b)最上階のＴ形接合部

（v）段差がある場合

ｅ

Ｄ

Ｌ
2

段差eが柱せいＤの1/6以下
の場合は、左右の梁筋を緩や
かに折曲げ連続させてもよい。
ただし直交の梁筋と干渉しな

いことを確認する。

(c) ｅ≦Ｄ／６

Ｄ

ｅ

ｅ

Ｌa
Ｌa

Ｌa Ｌa

Ｌ
2

Ｌ
2

(vii) 斜め定着する場合

Ｌ2

梁8d以上

柱

連続できる鉄筋は

連続させる

Ｌa

Ｌa

Ｌ
2

Ｌ
2

Ｌ形接合部

Ｔ形接合部 Ｌ形接合部

Ａ部

十字形接合部

8
d
以
上

最外端の梁筋の逃げ寸法は100～150程度とする

Ｄb/2以上

Ｄb

Ｌ
2

Ｌa

100～150程度

最上階の柱を梁せいの1/2以上突出させた場合、染の上端筋は一般階と同じ定着としてよい

柱せいが梁せいの２倍以上ある場合は直線定着としてよい

２×Ｄb≦Ｄcの場合

Ｌ2

Ｌ2

Ｄc

Ｄb

ｂ．梁筋の継手位置

(1) ガス圧接継手の場合

(2) 重ね継手の場合

○印は継手中心位置を示す

D D

D

D

L

L

D D

L

Lo/4Lo/4

Lo/4Lo/2

Lo

Lo/4

Lo

Lo/2Lo/4 Lo/4

Lo/4Lo/4

(i) ハンチなしの場合

(a) 端部と中央部で同じ配筋の場合

→配筋順序

(b) 端部と中央部で配筋の異なる場合

→配筋順序

端部P1 中央部P2 端部P3

端部P1 端部P3P

P

Lo/4Lo/4
Lo

中央部P2

(ii) ハンチ付きの場合

第１あばら筋
第１あばら筋

(b) 端部と中央部で配筋の異なる場合

＜P2(調整区間)

(a) 端部と中央部で同じ配筋の場合

→配筋順序

＜P(調整区間) ＜P(調整区間)

＜P3(調整区間)＜P(調整区間)

第１あばら筋第１あばら筋

ｃ．あばら筋・腹筋および幅止め筋

(1) あばら筋

（柱面） （柱面）

（柱面）
（柱面）

（一般の場合）

副あばら筋

170以上

副あばら筋

（梁の上端に床スラブが取付く場合）

8
d
以
上

6d以上

副あばら筋

8d以上 170以上

副あばら筋

キャップタイ

限り90°フックとしてもよい。ただし、梁の端部で主筋の降伏が予期される領域では135°または

［注］副あばら筋末端部の180°もしくは135°フックは、スラブが取付く側（一般的には梁の上側）に

(2) あばら筋の形状

5
00

1.5巻以上の添え巻き

1.5巻以上の添え巻き

第１帯筋

15d15d

20d20d

15d 15d

15d15d
L0/4 L0/4

L0/4

[注]Ｌa*は指定性能評価機関で技術評価を受けた設計・施工指針に従う

Ｌa*

Ｌa* Ｌa*

Ｌ2

Ｌ2

Ｌ2

Ｌ2

(vi) 左右の梁がずれてる場合

ト形接合部

圧接・継手中心位置の好ましい範囲

圧接・継手中心位置の好ましくない範囲

180°フックを原則とする。また、キャップタイはスラブが取付く側のみ90°フックとできる。

ただし、梁とスラブに段差がある場合は135°フックとする。

［注］鉄筋の継手位置および重ね継手の長さＬは図面特記による。

部分：この部分には副帯筋を配筋しなくても可。ただし、Pw≧0.2％

[注]梁筋カットオフ位置は図面特記による。図面特記のない場合は上図による。

17.　梁

[注] 最下階柱主筋の継手は、柱脚から

柱せい以上、離して設けること

が望ましい

Ｌ
2

定着とする必要は
ない

場合はフック付き
直線定着が可能な

あばら補強筋(図面特記による) あばら補強筋(図面特記による)

［注］主筋の継手位置は図面特記による。

［注］柱梁接合部の形状は下図の部位を示す。なお、Ａ部のＬ型接合部は片持梁が連続する梁と同程度

の断面の場合には、Ｔ型接合部とみなしてよい。

H
0/
4

工事名称

図面名称 通し番号 図面番号

大阪市都市整備局　企画部

公共建築課(企画設計グループ)

標準配筋要領図（6）

229
170

508170

入札Ｐ1031



更

変

訂

正

標 準 配 筋 要 領 図（７）

2-D10

2-D10

2-D10
2-D10

2-D10

D=3d～2d

2-D10

1200≦Ｄ＜1500900≦Ｄ＜1200600≦Ｄ＜900Ｄ＜600

(a) 柱・梁接合部の腹筋

(4) 幅止め筋本数、腹筋段数と梁せいの関係

(3) 腹　　筋

(b) 大梁・小梁接合部の腹筋

小梁断面内を通さなくてよい
小梁との接合部では、大梁の腹筋は

(c) 腹筋を継ぐ場合

腹筋を継ぐ場合

腹筋・幅止め筋不要

腹筋
4
d
程
度

4 d
程

度

30程度 腹筋 30程度

第１あばら筋

第１あばら筋30程度

腹筋

結束できるように30程度突き出す

小梁

腹筋

大梁

150程度

幅止め筋

D10
D10

D10

≒1,000≒1,000

○印：幅止め筋の位置の例

原則として、梁貫通孔を

(a) 原則として、梁貫通孔を設けることができる範囲

設けることができる範囲
D/3以下

ＤＤ

(c) 貫通補強筋の定着長さのとり方など

以上梁に平行に

Ｄ

h
h

ｄ．梁貫通孔補強筋

梁筋が３段の場合：ｈ≧φかつ350程度

梁筋が１段の場合：ｈ≧φかつ175程度

(1) 小梁端部・中央部の範囲とカットオフ筋のカットオフ位置

ａ．小　梁　筋

15d 15d 15d 15d

20d20d20d20d

(b) 単独小梁

(a) 連続小梁

連続端（内端） 連続端（内端）

L0/4 L0/2 L0/4 L0/4 L0/4

L0/4L0/4L0/47L0/12L0/6
L0L0

L0/4L0/2L0/4

L0/62L0/3L0/6
L0

L0/2

L0/2

B

(a) 小梁終端部の定着

B/2以上

B/2以上

捨筋

(2) 定　着

L3

L3

[注] 定着する梁幅Ｂが小さい場合は、上端筋は余長部でＬ2、下端筋は余長部でＬ3とする

L2L2
L2

B

L3h

B

8
d
以
上

8
d
以
上

LbかつB/2以上 LbかつB/2以上

LL

LL

LL

○印は継手中心位置を示す

(b) 重ね継手の場合

(a) ガス圧接継手の場合

(3) 小梁筋の継手位置

Lo

Lo/6 Lo/2 Lo/4 Lo/4 Lo/2 Lo/4

Lo

Lo/4Lo/2Lo/6 Lo/4 Lo/2 Lo/4

(1) 片持梁元端部・先端部の範囲とカットオフ筋のカットオフ位置

ｂ．片　持　梁　筋

下端筋位置まで

100以内

かつL以上

Lo

元端部先端部

(2) 定　　着

一般階（柱へ定着する場合）

8
d
以
上

L2

L2

L2

L2

La

La

L3またはL2
La

L2

L2
L2

8
d
以
上

拘束筋

L3またはL2

一般階（隣接する梁へ定着する場合）

一般階

8d以上

8
d
以
上

(3) 片持梁筋の継手位置

8
d
以
上

8
d
以
上

最上階

L2

L2

L2L2

La

La

La

最上階（隣接する梁へ定着する場合）

(a) 隣接する梁がある場合

最上階（柱へ定着する場合）

水平断面
L2

L2

片持梁筋

曲げ下げ 片持梁

(頭つなぎ梁)先端小梁

水平断面

(b) 先端小梁連続端部

片持梁
片持梁筋

曲げ下げ

先端小梁

(a) 先端小梁終端部

(頭つなぎ梁)

先端小梁

(頭つなぎ梁)

鉛直断面

曲げ下げてもよい

Ｂ

Ｄ
Ｄ

(a) 段差が小さい場合

(b) 主筋の定着長さで小梁の応力を伝達する方法

(c) 終端と同じ定着方法として、あばら筋に力の伝達を期待する方法

ハンチがない場合の有効せい

ハンチがある場合の有効せい

(d) 段差部でハンチを設ける場合

段差ｈが ｈ＞Ｄ－

LbかつB/2以上

ｈ

大梁筋と干渉しないように小梁筋を下にする

小梁上端筋と同等のあばら筋を配置

ハンチ

φ2φ1

3(φ1+φ2)
2

終端（外端）

終端 終端
15d15d

20d20d

定着する梁のせいが小さく垂直に余長が確保できない場合は、

上端筋は斜め定着、下端筋は斜めあるいは水平定着としてよい。

圧接・継手中心位置の好ましい範囲

圧接・継手中心位置の好ましくない範囲

2/3Lo+15d以上

折り下げること

L3hまたは右図

L3hまたは右図

8
d
以
上

8
d
以
上

(b) 隣接する梁がない場合

L3hまたは右図 L3hまたは右図

継手の好ましい範囲

折り曲げずに定着してもよい

(4) 片持梁と先端小梁の納まり

Ｌ
2

直線定着としてよい

Ｄ －Ｂ となる

Ｌ2

8d

2 2

［注］小梁筋カットオフ位置は図面特記による。特記のない場合は上図による。

スパン長さや荷重分布の異なる場合の小梁配筋は図面特記による。

長さは図面特記による。

［注］梁に弱軸曲げやねじれが作用しない場合に限る。弱軸曲げやねじれが作用する場合の定着や継手

［注］(1) 片持梁筋のカットオフ位置は図面特記による。特記のない場合は上図による。

　　　ほぼ等スパンで、ほぼ等しい荷重を受ける小梁の配筋は、一般に(1)の(a)の配筋でよいが、

［注］幅止め筋など配筋組立て上必要となる補助筋は　表3.1・表4.1の規定は適用しない。

18.　小梁・片持梁

あばら筋・腹筋および幅止め筋は17.梁のｃ．に準ずる。

図18.1　小梁連続端で段差のある場合の定着

(2) 最上階は通し配筋として、一般梁へ定着する場合は図面特記により、柱頭部に拘束筋を

配筋する。

(3) ハンチ付きの下端筋は、下図のように柱仕口面で折り曲げずに延長してもよい。ただし、直交

が圧縮側であり、この配筋を可とする。

する梁筋と干渉しないことを確認する。また、曲げ下げの場合に90°フック付き定着にならない

場合には、ハンチの検討をする。

Ｌ2+5d Ｌ2+5d

Ｌ
2+

5 d

Ｌ2+5d

このとき、投影定着長さを8d以上とすることが望ましい。

Lo

Lo

工事名称

図面名称 通し番号 図面番号

大阪市都市整備局　企画部

公共建築課(企画設計グループ)

標準配筋要領図（7）

梁筋が２段の場合：ｈ≧φかつ250程度

上縦筋

あばら筋

縦筋

横筋
斜め筋

下縦筋

上縦筋

縦筋

あばら筋

下縦筋

横筋

斜め筋

は、一般部分のあばら筋を示す。（注）

配筋（ＲＣ梁）

しなしな

しな

2-2-D13

1H

図筋配上下縦筋横　筋縦　筋斜 め 筋別種
筋配

4-2-D13

4-2-D16

4-2-D16

4-2-D19

4-2-D22

2-2-D13

2-2-D13 2-2-D13 2-2-D13

4-2-D13 2-2-D13 3-2-D13

H 2

H 3

H 4

H 5

H 6

H 7

(b) 梁貫通孔の間隔

※柱面からの必要離隔Dについて、基礎梁は除く。

［注］(1) 補強筋は主筋の内側とする。

　　　(2) 縦筋および上下縦筋は、あばら筋の形に配筋する。

　　　(3) 孔の径が梁せいの1/10以下かつ150mm未満のものは、鉄筋を緩やかに曲げることにより、

　　　　　開口部を避けて配筋できる場合は、補強を省略することができる。
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標 準 配 筋 要 領 図（８）

50

50

L1
(1) 一　般

ａ．配　　筋
調整区間

梁

柱

梁

スタート

とも約1,000千鳥配置

(設計間隔以下)

縦筋調整区間

ス
タ
ー
ト

(
設
計
間
隔
以
下
)

横
筋
調
整
区
間

Ｌ1：継手長さ

L1

L1
L2

50 50

L2L1柱 梁

@15030 2010

30
2000

D13@150
D13@150

内側

外側

L1：継手長さ

L2：定着長さ

基礎梁

鉄筋格子立面図

Lo

Lo/4

Ho

H
o/
3

ｂ．壁筋の継手位置

梁

柱柱

＊

＊

基礎梁

内

外

外､内

内 外

＊

＊

横筋を、１スパンごとに柱に定着させてもよいが、柱と同一面に壁がある場合には、外側の鉄筋は直線

(a) 壁筋の継手位置
(ｂ) 土圧を受ける地下壁の壁筋の継手位置

継手の好ましくない位置

継手の好ましい位置 継手の好ましい位置

外側(土に接する側)の鉄筋

内側(室内側)の鉄筋

(d) (e)

L2

(b)

(f)

a L2L2

aL2 L2

(c)

aL2 L2

(a)

2
0
d
程
度

鉄筋

2
0
d
程
度

L2hかつ柱中心線を超える

　鉄筋

イ
ロ

90°フック

ロイ

原則通し筋とする

ｃ．定　着

(1) 柱への定着

(4) (b)で耐力壁の壁筋を定着する場合は、コア内定着長さを8dかつ150mm以上とすること（＊印）

イ ロ

(b)(a) (c) (d)

a a

L2
L2

L2

L2
L2

鉄筋

を
超
え
る

(2) 梁への定着

ハ

ハ

20d程度

L2L2

D10
D13

D13

D10

D13

D13

(3) スラブへの定着（非耐力壁とスラブが取り合う場合）

(b) スラブに上端筋がない場合(a) スラブに上端筋がある場合

ニ

ニ

ニ

(4) (b)で耐力壁の壁筋を定着する場合は、コア内定着長さを8dかつ150mm以上とすること（＊印）

ハ

DD

(b) 溶接金網・鉄筋格子による開口補強要領

金網

金網 金網

縦筋配筋

横
筋
配
筋

柱

始
点

鉄筋格子水平面割付け

定着長さが確保できる場合でも先端を90°に折曲げ150mm以上を柱内にのみ込ませる（＊印）

8d以上＊

［注］(1) ａ区間の部分は通し鉄筋でもよい。

8d以上*

L
2
h
か
つ
梁
中
心
線

［注］(1) ａ区間の部分は通し配筋でもよい。

1,000

1,000

幅止め筋 D10：縦･横

[注]　　　原則として、梁・柱の中には壁筋の継手を設けないこと。

(2) 　、　鉄筋の径および間隔は図面特記による。

(3) (d)、(e)は増打ちコンクリートのある非耐力壁の場合、耐力壁の場合は図面特記による。

(2) (d)は打増ちコンクリートのある非耐力壁の場合、耐力壁の場合は図面特記による。

(3) 　鉄筋の径および間隔は図面特記による。

L2

L2 L1 L1

L1

(ﾛ) (ﾊ)(ｲ)

以上D13 D13以上
D13以上

(4) 壁交差部の納まり

L2L2

(ﾎ)(ﾆ)

(a) 単配筋の場合

L1

D13以上D13以上

L2 L2

D13

壁筋と同径・同間隔

(ﾛ)(ｲ) (ﾊ)

以上

L1

L1

［注］ ○印鉄筋（コーナ筋）は図面特記による。

L2

L2 L2

L2L2

L1

L1

L1

L2 L2

(ﾆ) (ﾎ)

(ｲ) (ﾛ)

(ﾊ)

L2 L1

(b) 複配筋と単配筋

［注］ ○印鉄筋（コーナ筋）は図面特記による。

L

L

L1

L

(d) 壁端部の納まり

(ﾛ) 複配筋の場合

(ﾊ) 単配筋の場合

：鉄筋径、間隔および Lは

(ｲ) 特に指示する場合の例

(c) 複配筋と複配筋

設計図書の特記による。

［注］ ○印鉄筋（コーナ筋）は図面特記による。

補　強　筋

斜　め縦　横
壁の種別

1-D13 1-D13W12,W15

W18,W20 2-D13 2-D13

補　強　筋

斜　め縦　横
壁の種別

1-D13W12,W15

W18,W20

2-D13

4-D13 2-D13

ｄ．開口補強

(a) 鉄筋による開口補強要領

L2 L2
L2

L2

L2
L2

(1)

L
2h

(1)

設
計
図
書
に
よ
る

設
計
図
書
に
よ
る

コンクリート打継面

基礎梁上端

設
計
図
書
に
よ
る

設
計
図
書
に
よ
る

近
傍
ま
で

L
2
h
か
つ
梁
上
端
筋

基礎梁上端

コンクリート打継面
8d以上

［注］(1) 地下外壁の外側鉄筋を基礎梁に定着する場合、定着長さは規定長さでよいが、１本おき程度に耐圧

(b) 断　面

設計図書による設計図書による

(a) 断　面

室　内　側

8d以上*

　　(2)壁開口部補強筋の定着長さは下図による。

(c) 小開口が密集している場合の開口補強要領

この範囲を一つの開口として扱う

壁筋(開口間に配筋可能な場合は配筋する)

　　開口部を避けて配筋できる場合は、補強を省略することができる。

ｆ．地下外壁の配筋

スリット幅

スリット材

ス
リ
ッ
ト
幅

ス
リ
ッ
ト
幅

スリット材

D10@400程度

(防錆処理を施す)

スリット材

D10@400程度

(防錆処理を施す)

スリット幅

スリット材

(イ) 柱と壁の完全スリット型の例 (ロ) 梁と壁の完全スリット型の例

2
50

程
度

程
度

2
50

250程度程度250

ｅ．スリット

[注]　開口部の補強筋は図面特記による

［注］　の補強筋は図面特記による。図面特記がない場合は、D10を壁縦筋と同間隔に配筋する。

　　　(4) 地下外壁の配筋は、応力状態および山留め（切梁・腹起し）･柱・基礎梁との鉄筋の納まりなどを考慮

19.　壁

　　(1)耐震壁を除く壁開口部の補強筋はA形は表19.1、B形は表19.2とする。

表19.1　壁開口部補強筋(A形）

表19.2　壁開口部補強筋(B形）

[注]　(d)で設計上、非常に重要な耐力壁の場合には(d)(ｲ)の納まりとし、図面特記による。

ただし、開口補強筋は図面特記による。

一般の場合は(d)(ﾛ)でよい。なお、耐力壁内の比較的小さな開口部のコーナーは(d)(ﾛ)でよい。

(3) 階高部で、柱及び梁に接する部分又は鉄筋を緩やかに曲げることにより

　　　コンセントボックス等を壁に埋め込む場合の補強は、図面特記による。

スラブの上端まで下げ、鉄筋位置を確保する。

(2) 地下外壁と連続する基礎梁の応力に対処するために、地下外壁筋を基礎スラブまで下げる必要のある

場合又は、上部スラブ位置まで地下外壁筋を立ち上げる場合は図面特記による。

(3) (a)で耐力壁の壁筋を定着する場合は、コア内定着長さを8dかつ150mm以上とすること（＊印）

し、詳細については図面特記による。

(5) 継手位置は、b.壁筋の継手位置に準ずる。

(2) 鉄筋格子（例）
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15d 15d

Lx/2Lx/4 Lx/4

Lx

ａ．配　　筋

梁
面

Ly

柱
列
帯

Lx

L
x/
4

L
x/
2

L
x/
4

区分線梁面

梁面

梁
面

下端筋 上端筋

100以下
D13

バーサポート

［注］Lx：短辺有効スパン長さ

Ly：長辺有効スパン長さ

短辺方向断面図

**

**

**

a

b

b

L
x/
4

L
x/
4

Lx

L
x/
4

Lx

L
x/
4

継手の好ましい位置

やむを得ず継手を設けても

よい位置

継手の好ましくない位置

＊印の部分

方向 方向

ｂ．継手位置

方
向

方
向

aが継手長さを満たすか、

いずれかでよい

bが定着長さ(一般)を満たすか

Lb

L3 L3
L3

Lb

L3

L2

L3

L3

べた基礎(耐圧スラブ)のスラブ筋の継手位置は、(a)(b)の図で上端筋→下端筋、下端筋→上端筋

8
d
以
上

ｃ．定　着

(b) 両側スラブの場合(a) 片側スラブの場合 (c) スラブ下端筋が梁筋に当たる場合

バーサポート

8d以上

8d以上かつ中心を超える

8
d
以
上

(d) 梁の中間にスラブが付く場合 (e) 逆スラブの場合 (f) 梁幅が広い場合

Lb

L2

L2

L2

L2

D13以上

(a) 上端筋の継手 (b) 下端筋の継手

ｄ．片持ちスラブ

60

60

8d

(c) 逆スラブの場合

100以下

8
d
以
上

(a) 隣接スラブと同一レベルの場合

100以下

8
d
以
上

100以下

1
0
0
以
下

1
0
0
以
下

1
0
0
以
下

L2

La

L2

10d以上

直線定着の場合は25d以上

60

(b) 梁の中間にスラブが付く場合

10d以上

直線定着の場合は25d以上

L2
L2

L2

2
5d

L2

(d) 壁や幅の狭い梁に付く場合

バーサポート

D13以上

定着起点から鉄筋外面までの投影定着長さをＬa以上、かつ梁の中心を超えることとする。梁幅が狭

中心線を超えて定着

中心線を超えて定着
2
5dL2

斜め補助筋D13かつ

スラブ筋と同径以上

(n1/2)本(n1/2)本

(n2/2)本

(n2/2)本

斜め補助筋D13かつ

スラブ筋と同径以上

下端筋折曲げ定着10d（投影定着長さ）

(n1/2)本 (n1/2)本

(n2/2)本

(n2/2)本

ｅ．開 口 補 強

梁面

スラブ筋と同径以上

斜め補助筋D13かつスラブ筋と同径以上

斜め補助筋D13かつ

直線定着のときは25d

［注］(1) 開口によって切断される鉄筋と同量の鉄筋で周囲を補強する（上下筋とも）

(e) 単独円形小開口の例

鉄筋を切断した場合は

切断した鉄筋量以上を

開口脇に配筋する

ｆ．段　差

(a) 段差が小さい場合

H≦t/2

D13

H≦2t

D13

(b) 段差が大きい場合

小梁

t

以上

(c) 段差がスラブ厚程度の場合

25d

50

10d

25
d

Ａ部

ａ．片持階段と受け壁
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Ａ部

L2
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段ばな筋D13以上
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d
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(b)
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ｃ．シヤーコネクター（置スラブと基礎梁のシヤーコネクター）

ｂ．パラペット

ａ．手　す　り

(a) 片持スラブの先端 (b) 梁付きの場合

［注］　鉄筋　置スラブの場合　：D10(D13) @200

(b) 打増しのある場合 (c) 逆Ｕ字形のシヤーコネクター

リートと考える
打増しコンク

鉄筋

もとにもどらない
折れ曲がると

L2L2

L2

L2

3
00

(b) 金属製手すり (c) コンクリート手すりの先端

2
0
0
以
上

(a) コンクリート手すり

D13
D13

D13

D13
片持スラブ下端筋 D13またはD16

L2

≒
1
,
10
0

1
5
0
以
上

梁外側のかぶりが大きい場合があるので

先端を折り曲げるのがよい

L2
L2区
分
線

柱
列
帯

柱
間
帯柱
間
帯

鉄
筋

柱
列
帯

鉄
筋

柱間帯 柱列帯柱列帯

＊

＊

＊

として扱えばよい。

異なる場合など、やむを得ない場合とする。

えることとする。

8d以上かつ中心線を超える

く投影定着長さが確保できない場合は、(d)と同様の定着方法とする。

(2) 補強筋は鉄筋の間隔を50mm程度あけて配筋する。

(3) 斜め補助筋は上下筋の内側に配筋する。

(4) 開口が梁に接している場合は、補強筋の定着長さは梁面からの長さとする。

L2h

以上

L2

L2

L2

L2

壁縦補強筋

壁補強筋の範囲

いなづま筋D10-@200

［注］階段受け壁に入れる補強筋は上下の梁間に通して入れる。

ｂ．スラブ階段

1
4
0
以
上

(a) シアーコネクターの配筋例

イ

イ

イ

イイ

[注]　　スラブ筋の継手は、梁幅内に設けないことが望ましい。(a)図の＊印の定着は隣接するスラブ配筋が

L1L1

L1

L1
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L1
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上端筋L1
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L 1

L1 L1
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L 1
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[注] 階段および受け壁の鉄筋径・間隔は図面特記による。
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L3

l
1/
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L3 L1

l1/2

l
1/
2

n1本

n
2本

n1本

n
2本

一般スラブ配力筋

出隅部分の補強筋
5-D10(L=1,500)

出隅受け部

20.　床スラブ 21.　階　段

22.　その他各部の配筋例

図20.1　屋根スラブの出隅・入隅部補強要領

(b)図の下端筋では、＊＊印の継手は設けず梁に定着する。

[注] (a)、(d)、(e)のフック付き定着長さは、定着起点から鉄筋先端までの全長をＬ2以上、余長を

(e) 先端に荷重が作用する場合

(a) 開口の最大径が700mm程度以下の場合 (b) 片持スラブの開口補強の場合

(c) 開口の最大径が300mm程度以下の場合 (d) 小開口を連続して設けた場合

(2)出隅受け部配筋は柱又は梁にL1定着する。

l1

l2

l1

l2

[注]　(1)l1≧l2とする。

図面特記による
（鉄筋径・間隔）

（鉄筋径・間隔）

図面特記による

Lx/4 Lx/4

Lx/4 Lx/4 Lx/4 Lx/4

8
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以
上
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[注] (b)の上端鉄筋は、定着起点から鉄筋先端までの全長をＬ2以上、余長を8d以上必要とし

ずらしてよい
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t
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8d以上とし、定着起点から鉄筋外面までの投影定着長さをＬb以上、かつ梁の中心を超
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梁の割り増し幅
梁折曲げ筋

(D29以上)20mm

実断面の帯筋と同径、鉄筋間隔200以下

軸方向筋

帯　　筋

軸方向筋

あばら筋
梁

柱

打増しコンクリート断面の0.4％以上、かつD16以上、鉄筋間隔200以下

D10以上、鉄筋間隔はあばら筋と同間隔

～ 梁折曲げ筋

施工余裕

SD390

打増しコンクリート断面の0.8％以上、かつD16以上、鉄筋間隔200以下

梁の割増し幅

(b) 基礎梁の特例(a) 一般の柱梁関係

同一面柱・梁が
柱

梁

基礎梁

柱

梁に対しての打増し

コンクリートとみなす
(b) 梁 壁

Ｂ

一般には200mm以下

帯補助筋

コーナー補助筋

Ｃ

Ｄ Ｅ

(b) 梁

あばら補助筋

軸方向補助筋

Ｆ

軸方向補助筋

あばら補助筋

あばら補助筋

軸方向補助筋

Ｄ断面 Ｅ断面Ｃ断面

Ａ

Ｂ断面

軸方向補助筋

(a) 柱

Ａ断面

Ｆ平面

(帯筋・あばら筋が異形鉄筋の場合)

帯　　筋

あばら筋

Ｄ２５

Ｄ２９

ｄ1：あばら筋・帯筋の呼び名の数値

ＤC：柱筋最外径

準用する。

梁幅最小寸法

梁の割増し幅

(D25以下)10mm

70

70

70

70

70

L2
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L2 L2
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L2
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L2L2

L2

L2

L2

L2

L2

ａ．梁筋の組込みに施工余裕をとるため、実状に応じて梁幅を割り増す。

ｂ．設計に用いる梁の割増し幅の最小値は、特に検討しないときは、染と柱が同一面の場合

　　なお、確実な定着が必要と判断する場合は図面特記による。

(a) 柱

L2

L2

[注] 打増し部に構造耐力上主要な耐力壁などが取り付く場合は図面特記による。

23.　梁断面の割増し幅と柱梁の打増しコンクリート

　　に表23.1を、直交する梁の折曲げ筋(2次筋)の挿入の場合に表23.2を参考として定める。

ｃ．柱 梁の打増しコンクリートの補助筋は表23.3を参考にして定める。

表23.1　柱と梁が同一面の場合の梁の割増し幅の最小値

表23.2　梁折曲げ筋挿入のための割増し幅の最小値(単位:mm)

表23.3　打増しコンクリートの補助筋

図23.1　梁断面の割増し幅

図23.2　かぶり厚さ無筋部の最大値（単位：mm） 図23.3　梁・壁打増し

図23.4　柱・梁の打増しコンクリート補助筋
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（4）特殊な杭及び工法の場合は特記又は図示による。

（3）Ｈ≦1.0ＤとしＨ＞1.0Ｄの場合は監督員の指示による。

（2）中詰めコンクリ－トは基礎コンクリ－トと同強度とする。

⑤スタッド溶接施工後、100本に2本の割合で、15°曲げ試験を行う。

④スタッド溶接施工前に、テストピ－スに２本溶接し、30°曲げ試験を行う。

③スタッド溶接面は、作業前にグラインダ－加工により、錆やコンクリ－ト等を除去し、清掃を行う。

②スタッド溶接作業者は、スタッド協会実施の「スタッド溶接技術検定試験」のＢ級合格者とする。

①スタッド溶接接合の補強筋は、スタッド溶接用異形鉄筋（ＳＤ345相当・ＫＳＷ490同等品）とする。

杭先端

杭
脚
部
主
筋

杭
長

は
か
ま
筋

杭
頭
部
主
筋

杭頭

基礎下端

（1）先端上下に非耐力壁が連続する場合。

一方向スラブ階段

KW2

KW1

縦　筋

横　筋

縦　筋

横　筋

D13@150ダブル

D10@200ダブル

D10@200ダブル

D13@200ダブル

片持スラブ形階段を受ける壁の基準配筋

縦　筋　及び　横　筋種　別

配筋図

片持スラブ形階段基準配筋

配筋種別

断　面　図

［注］

KA1

いなずま筋

主筋

片持階段

KA2

KA1

場所打杭

Ｂ部

ない場合
はかま筋の

階段の配筋種別

KA2

はかま筋の
ある場合

は
か
ま
筋

450φ～600φ

基
礎
筋

Ｂ部拡大図

ｄ0：基礎筋・はかま筋の細い方の径

ｄ　：基礎筋の径

［注］

（1）

Ａ部拡大図

350φ・400φ

300φ以下

杭径Ｄ

既製杭

Ａ部

基
礎
筋 基礎下端

通常建込の場合

拡杭径Ｄ1

杭径Ｄ

（1）主筋と帯筋は径0.8ｍｍ以上の鉄線で結束する。

杭
脚
部
帯
筋
@
30
0以

下

補強バンド

［注］

1,500を超えるもの

1,500以下

杭径Ｄ

杭
頭
部
帯
筋
＠
15
0
以
下
5Ｄ

以
上

スペ－サ－

補強バンド

帯筋

ＦＢ-9ｘ50～75以上

ＦＢ－６Ｘ５０以上

補強バンド

ＦＢ-4.5ｘ50以上

ＦＢ-4.5ｘ50以上

スペ－サ－

スペ－サ－

主筋

フ－プ溶接部

注（2）

杭主筋

図示による

補強主筋 補強フ－プ 補強筋Ａ 補強筋Ｂ

中詰コンクリ－ト

補強フ－プ

補
強
筋
Ａ

補強筋Ｂ

補強筋Ａ

D13
D13

端板にスタッド溶接

補強筋Ｂ

注（1）

端板にスタッド溶接

補強主筋

基礎下端

杭頭はつり

補強主筋

杭頭はつりの必要な場合 低く止める場合

基礎下端

補強筋Ａ
注（1）
補強主筋

ＰＣ鋼線切断しない

a

端部

D13

L
2

a

L2

中間部

D13

L2

L
2

L
3

L2

（1）a≦300とする

［注］
土間スラブの鉄筋径及び
ピッチに合わせる

[土間スラブの打継ぎ補強]
基礎梁とスラブを一体打ちとしないで打継ぎを設ける場合

ピッチに合わせる

土間スラブの
鉄筋径及び

土間配筋
L2

D13
D13

L2

L
2L2

D13

L2
D13

L2

L
2

a

L
2

a

中間部 端部

ピッチに合わせる
土間スラブの鉄筋径及び

[土間コンクリートと基礎梁との接合部配筋]

24.  階段 26.　基礎

26-1. 杭基礎の配筋要領

26-2. 既製杭の杭頭補強要領

26-3. 現場打コンクリ－ト杭の配筋要領

25.　土間スラブとの取合い

工事名称

図面名称 通し番号 図面番号

大阪市都市整備局　企画部

公共建築課(企画設計グループ)更

変

訂

正
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175

513175

入札Ｐ1031



3 5°

3 5°

3-3　部分溶込み溶接

S

t2
t

t

3-5　板厚の異なる継手3-4　フレア溶接

［注］（　）は応力方向にボルトが3本以上並ばない場合

2-5　縁端距離及びピッチ

ｐ p e

2-4　ボルトの孔径

ボルトの孔径（ｍｍ）

3-8　現場溶接（改良型 スカラップを原則とする。）

柱フランジ

裏当て金

・従来型スカラップ

5ｍｍ程度かわす

6

50

3 5°

6

15
梁フランジ

5ｍｍ程度かわす

梁フランジ

50

6

柱フランジ

裏当て金

・改良型スカラップ

15

3 5°

6

7

・従来型スカラップ

10

・ノンスカラップＢ型

・ノンスカラップα型

3-7　スカラップ（ノンスカラップ及び改良型 スカラップを原則とする。）

・ノンスカラップＡ型

t2

t1

7 7

725

t1

30

t2

25 7

・ノンスカラップ

丸鋼等両面溶接

FL2H 

t1

t1

t1 t2

25 7

t1

20

r1

r1=35

7

・従来型スカラップ

t1 t2

r1

r1=35

20

25 7

t1

t1

・ノンスカラップβ型
t2

0
～
2

・従来型スカラップ

0
～
2

2-3　摩擦面等の処理

溶融亜鉛メッキ高力ボルト　１種Ａ  （Ｆ8Ｔ相当）

トルシア形高力ボルト　　　2種A 　（Ｓ10Ｔ）

2-2　ボルトの長さ

締付け長さに加える長さ（ｍｍ）

設計図及び特記仕様書に記載のあるもののほかは、本標準図による。

ＪＩＳの高力ボルト　　　　2種A,B（Ｆ10Ｔ）

2.高力ボルト及びボルト接合

2-1　高力ボルトの材種

1.一般事項

45°

3-2　すみ肉溶接

・ｔはｔ1,ｔ2の薄い方の板厚

　とする。

s

G=t

t

0
0

G
7

t

S/
2

S

60°

S/
2

S

H  2F

60°

S/
2

S/
2

45
°

DS

t

裏はつり後溶接

裏はつり後溶接

t

2

60°

0

45°

7

t

D2
2

D1

0

BH  1

［注］　下図によらない場合は監督員の指示による。

3-1　完全溶込み溶接

3.溶接

t

35°

t

2

2

3 5°

t

6

2
Ｓ

3 5°

4-2　鉄筋貫通孔要領3-6　スニップカット要領

・改良型スカラップ

35°

7

3 5°

10

4-3　梁貫通孔補強

t1

r2=10
r1=35

20

r2
r1

7

ＪＡＳＳ6改良Ａ型 

r1

7

t2

25

20

r2

t1

ｒ=15

7

t1

45
°

ＪＡＳＳ6改良Ｂ型 

45
°t2

725

t1

・ｔ1とｔ2の板厚差は3ｍｍ以上とする

スニップカット

ＪＡＳＳ6改良Ａ型 

ビルトＨ ロ－ルＨ

ＪＡＳＳ6改良Ｂ型 

Ｂ

0～5

20
φ

20

1
00
以
上

0～5

1
00
以
上

Ｈ

＃1

50

Ｄ

＃
2

50

20

φ

20

3-10　裏あて金

4.貫通孔の径

4-1　鉄筋貫通孔の径Ｓ

45
°

S

45°

SD2D1
2

t

H  2P

45°

0

S

裏はつり後溶接

t

2

S

7

60°

0

裏はつり後溶接

t

2
S
D2

S
D1

45°

7

10

Ｂ部

Ａ部（エンドタブ）

38

裏あて金

25

ｔ

10

［注］

t

裏あて金の厚さ（ｍｍ）

3-9　エンドタブ

Ｓ

2

t

3 5°

H 1T

3 5°

Ｓ
t

2

裏当て金

エンドタブの長さ（単位：ｍｍ）

10mm以上

Ｌｓ

エンドタブ
Ｌｓ

更

変

・

訂

正

また、本標準図に記載のない事項は、ＪＡＳＳ６（2007）による。

25 30 35

25

25

30

30

35

M20

40 45

35

40

40

45

M24M22M12 M16

溶融亜鉛メッキ高力ボルト

トルシア形高力ボルト

ＪＩＳの高力ボルト

　　　　除去した後、一様に錆を発生させるかショットブラスト法またはグリットブラスト法により表面処理を行い、　　

（1）　ＪＩＳの高力ボルト、トルシア形高力ボルトのすべり係数は0.45以上とする。摩擦面は、ミルスケ－ルを

（3）　フィラープレートはSS400以上の鋼板とし、摩擦面の処理は上記(1),(2)に準じる。

　　　　表面粗度を50μｍＲz以上確保する。

　　　　50μｍＲz以上確保する。

（2）　溶融亜鉛メッキ高力ボルトのすべり係数は、０.４以上とする。摩擦面は軽くブラスト処理を行い、表面粗度を

22.520.516.512.5

17 21 25

14

18

18

22

22

18 22

M20

24.5

27 29

24

24

26

26

M24

24

M22

26

M16M12

普通ボルト(1)

アンカ－ボルト

トルシア形高力ボルト

溶融亜鉛メッキ高力ボルト

ＪＩＳの高力ボルト

ボルトの呼び径

ボルトの種別

ボルト軸径
ｅ（ｍｍ）

縁端距離

70

60

ｐ（ｍｍ）

ピッチ

45(60)M24

M22

M20

40(55)

40(50)

40M16

（1）　母屋、胴縁等の非構造部材の取り付け用ボルトの場合は、ボルト径+1.0mmとしてもよい。

ｓ

ｔ

s

ｔ ｔ

14

28

12

16

7 9

9 12

21

36

11

19

17

28

13 15

22 25

19

32

11

16

24

40

10

12

13

22

12

19

13

25

15 15

32 36

16

40

H  1F

t≦16 t≦16 16＜ｔ≦40 12≦ｔ≦40

10≧ｓ≧ｔ/4

PH  1

16≦ｔ≦40

D2=(t-2)/2

D1=(t-2)/2

D

（ｔ1-ｔ2）≦10 10＜（ｔ1-ｔ2）

1/2.5以下

d/2 d/2

d/2 d/2
d/2d/2

d/
2

d/
2d
d d 　完全溶込み板継手において、突合わせる部材の板厚に差があり、

し、ダイヤフラムと梁フランジとの板継ぎは別途監督員と協議の

うに原則として厚い方の板に1/2.5以下の勾配をとる。ただ

段差が手溶接及び半自動溶接で10ｍｍを超える場合は上図のよ

うえ決定する。

　標準寸法は下表による。

・ビルトＨのスニップカットは

Ｓｃ=ｒ+2とする

・ロ－ルＨのスニップカットは

Sc

t
スニップカット

6 9

Sc

Sc ｒ

10 12

12

14 15

16以上

7

9

9 12

12 16

ｓ

ｔ

t

6以下

t

6以下

s

s

s

s

ts

t1

t2

s

s

t≦6 6＜ｔ≦19

6＜ｔ≦19t≦6 19<t≦40

19<t≦40 t≦6 6＜ｔ≦19

10≧ｓ≧ｔ/410≧ｓ≧ｔ/4

t≦6

19＜ｔ≦40

19＜ｔ≦40

10≧ｓ≧ｔ/4

6＜ｔ≦19

D2= (t-2)/3

D1=2(t-2)/3
10≧ｓ≧ｔ/410≧ｓ≧ｔ/4

12以上

9以上

ｔ

6以上

自動溶接

半自動溶接

手溶接

溶接工法

厚さ

Ｓ=4～6ｍｍ

隅肉溶接：溶接長=40～60ｍｍ

（2）柱と梁のＴ継手及び通しダイヤフラムと梁

　　　フランジの溶接部における裏あて金は梁端

　　　避け溶接する。（Ａ部またはＢ部）

　　　部及びスカラップ部から10ｍｍの範囲を

 (1)材質は母材と同等以上とする。

D32

46

鉄筋の呼び名

貫通孔径（ｍｍ）

D13D10 Ｄ16

2421 28

D19 D22

31 35

D25 D29

38 43

10≧ｓ≧ｔ/4

ｒ=15

r1=35
r2=10

r=10
r=35

r=10
r=35

350φ

300φ

250φ

165.2φｘ5.0

139.8φｘ4.5

200φ

175φ

150φ

125φ

114.3φｘ4.5100φ

155.2

130.8

105.3

（5）鋼管スリ－ブの材質は特記又は図示以外ＳＴＫ400とする。

（3）補強プレ－トは梁ウエブと同材質とし、原則図示による。

（2）＃1=3φまたは、＃2のうち小さい方とする。

     補強プレート厚 t≧(φ+2ts)tw/(H-2tf-140-φ-2ts)

［注］

D:コンクリ－ト梁成

φ:貫通孔内径寸法

tf：鉄骨梁フランジ厚

tw:鉄骨梁ウェブ厚

ts：鋼管スリーブ厚

   　図示なき場合は、次式にて算定し監督員の承諾を得る。

(mm)

貫通孔

スリ－ブ

鋼　管

(mm)

φ

H：鉄骨梁成

B：コンクリ－ト梁幅

180.1

216.3φｘ5.8 204.7

267.4φｘ6.6 254.2

318.5φｘ6.9 304.7

355.6φｘ7.9 339.8

 (1)φ≦0.5Ｈかつφ≦1/3D

190.7φｘ5.3

溶接ルート

25
以
上

作　 成

工事名称

図面名称 通し番号 図面番号

大阪市都市整備局　企画部

公共建築課(企画設計グループ)

鉄骨標準図（1）

[既製品の適用について]

梁貫通孔の補強は、監督職員の承諾を受けて、既製品と入れ替える事ができる。

（6）鉄骨造の場合は鋼管スリーブは不要とする。

（4）補強プレ－トは貫通孔75φ以上のものに設ける。
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A

B

C

A
断面

B
断面

C
断面

D

E

断面
Ｄ

E
断面

A
断面

A

B

C

D

E

F

F

G

B
断面

C
断面

A

D
断面

A
断面

B

B
断面

E
断面

C

F
断面

G
断面

C
断面

D
断面

C

D

25以上25以上

25以上25以上

25以上25以上

5
0

5
0

5
0

100

5
0

5
0

5050

2
5

2
5

2525

2
5 25

5
0

25以上

r = 5 0 ～
1 0 0

2
5以

上
2
5以

上

25以上

r = 5 0 ～
1 0 0

B1

B
2

5
0

2
00

2
00

2
00

2
00

r = 5 0 ～
1 0 0

50

5
0

25以上

2
5以

上

2
5

25

r = 5 0 ～
1 0 0

r = 5 0 ～
1 0 0

3
00 2
00

r = 5 0 ～
1 0 0

2
5

25以上

r = 5 0 ～
1 0 0

5
0

2
5以

上

50

ＢＰ下端L

露出型の場合

埋込み型及び根巻き型の場合

ＨＴ１

ＢＰ下端L

２　ＦＨ

Ｈ １Ｔ

１ＴＨ

ＨＴ１

Ｈ ２　Ｆ

 TＨ 1

で同材質とする。
厚の１サイズアップ以上
集合する梁フランジ最大

板厚の最大板厚以上で同材質
パネルゾーンの板厚は上下階鋼管柱

１ＴＨ

１ＴＨ

１　ＢＨ

ＨＢ１

１ＴＨ

Ｈ ２　Ｆ

１　ＢＨ

１ＴＨ

Ｔ１Ｈ

Ｈ ２　Ｆ

角型鋼管柱

　ＢＨ １

空気孔
　TＨ １

空気孔

で同材質とする。
厚の１サイズアップ以上
集合する梁フランジ最大

更

変

・

訂

正

集合する梁フランジ最大
厚の２サイズアップ以上かつ
柱のフランジ厚以上で同材質とする。

max(B1/2,B2/2)以上

１ＴＨ

ベースプレート

Ｈ ２　Ｆ

ＢＰ下端L

Ｈ 1T

1 TＨ

2BＨ

Ｆ２Ｈ

Ｈ ２Ｂ

うち最大厚以上で
集合する梁フランジの
上下階柱フランジかつ

同材質

Ｈ

Ｈ

１Ｔ

１Ｔ

接続する梁フランジの
最大厚以上で同幅・
同材質

TＨ 1

１ＴＨ

Ｈ １Ｔ

厚の１サイズアップ以上

以上で同材質
大厚の１サイズアップ
集合する梁フランジ最

Ｈ ２Ｆ

１ＴＨ

パネルゾーンの板厚は上下階柱ウェブ

　ＢＨ ２

の最大板厚以上で同材質

１ＴＨ

２ＢＨ

最大厚以上で同材質
上下階柱フランジのうち

２ＦＨ

Ｈ

Ｈ ２Ｆ

１Ｔ ＦＨ ２

　ＢＨ ２

1 TＨ

で同材質とする。
厚の１サイズアップ以上
集合する梁フランジ最大

Ｆ２Ｈ

で同材質とする。

十字柱（梁通し）

ＨＦ２

Ｈ

T 1Ｈ

２Ｆ

Ｈ

Ｈ

１Ｔ

２Ｆ

２ＢＨ

Ｈ　Ｆ２

集合する梁フランジ最大

　ＢＨ ２

ベ－スプレ－ト

30φ

Ｆ２Ｈ

(直交方向に梁がある場合）

空気孔
100φ

ＢＰ下端L

(直交方向に梁がない場合）

TＨ 1

２ＦＨ

2
D2

D1
PＨ

ＴＨ １

FＨ 2

Ｈ １Ｔ

1 TＨ

ＦＨ ２

Ｆ２Ｈ

１サイズアップ以上で同幅・
接続する梁フランジと板厚の

同材質

２

T

２

T

厚の１サイズアップ以上

（注）梁幅=柱幅の場合もこれに倣う

ＦＨ ２

30φ

ＨＦ２

ＢＨ ２

梁ウエブ板厚＞柱ウエブ板厚
の場合のパネル

Ｔ１Ｈ

30φ

Ｂ

ＨＦ２

Ｈ ２

Ｈ

Ｈ ２Ｆ

１ＴＨ

２Ｆ

梁ウエブ板厚＞柱ウエブ板厚
の場合のパネル

の場合のパネル
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工事名称

図面名称 通し番号 図面番号

大阪市都市整備局　企画部

公共建築課(企画設計グループ)

鉄骨標準図（2）

229
177

515177

入札Ｐ1031



工事名称

図面名称 通し番号 図面番号

大阪市都市整備局　企画部

公共建築課(企画設計グループ) 229
178

516178

入札Ｐ1031



工事名称

図面名称 通し番号 図面番号

大阪市都市整備局　企画部

公共建築課(企画設計グループ) 229
179

517179

入札Ｐ1031


